
8 2025 年度入学者用　貸与奨学金案内（大学院予約）

度
制
金
学
奨
与
貸

等
順
手
込
申

72021年度入学者用　奨学金案内（大学院予約）

（1）学力基準

（2）家計基準
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「第二種奨学金のみ」

2※課程の区分については５ページ を参照してください。

2※課程の区分については５ページ を参照してください。

大学等・大学院における成績が特に優
れ、将来、研究能力又は高度の専門性を
要する職業等に必要な高度の能力を備え
て活動することができると認められるこ
と。

　大学・大学院における成績が特に優
れ、将来、研究者として自立して研究活
動を行い、又はその他の高度に専門的な
業務に従事するに必要な高度の研究能力
を備えて活動することができると認めら
れること。

①又は②のいずれかに該当すること。
① 大学等・大学院における成績が優れ、将来、研
究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な
高度の能力を備えて活動することができると認め
られること。
② 大学院における学修に意欲があり、学業を確実
に修了できる見込みがあると認められること。

①又は②のいずれかに該当すること。
① 大学・大学院における成績が優れ、将来、研究
者として自立して研究活動を行い、又はその他の
高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研
究能力を備えて活動することができると認められ
ること。
② 大学院における学修に意欲があり、学業を確実
に修了できる見込みがあると認められること。

5  貸与奨学金の選考基準

年間収入金額（控除前）
万円以下の場合

万円を超え 万円以下の場合
万円を超える場合 万円

年間収入額× ＋ 万円

年間収入額× ＋ 万円
（ただし、年間収入金額が 万円未満の控除額は年間収入金額と同額である）

控除額

第一種奨学金については、収入基準額を超えていても採用される場合がありますので、大学院に確認してください。
配偶者の給与所得の控除については、選考の際に機構で計算しますので、奨学金申込画面（スカラネット）に
は、必ず控除前の年間収入金額を入力してください。

第一種奨学金

奨学金の種類

第二種奨学金

併用貸与

修士課程相当 博士課程相当

原則として本人及び配偶者（配偶者は定職収入がある場合のみ）の2022年分（１月～12月）の収入金額が、該当の収
入基準額以下であることが必要です。なお、配偶者が給与所得者の場合は、配偶者のみ下表の［参考］給与所得控除
をしたうえで、本人の収入金額と合算します。
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（注２）

「第一種奨学金のみ」又は「併用貸与」区分

人物・学力の推薦基準を満たしている奨学金申込者を進学予定の大学院が推薦します。機構では家計を含めた審

査・選考を行い、奨学生として採用します。

学生生活における行動の全般を通じて、意志が固く、責任感が強く、中正妥当な性格で、特に研究心が旺盛なこと。

※併用貸与の学力基準については、第一種奨学金又は授業料後払い制度と第二種奨学金を同時に申し込む場合のほ

か、既に第二種奨学金の貸与を受けており、追加で第一種奨学金又は授業料後払い制度を申し込む場合も適用さ

れます。

①修士課程相当

②博士課程相当

（注１）2023年（１月～ 12月）の収入に基づく 2024年度住民税情報により算出された貸与額算定基準額が上
表に該当するか審査を行います。なお、第一種奨学金及び授業料後払い制度については基準額を超えてい
ても採用される場合があります。

 （注２）貸与額算定基準額は次の計算式により算出します（100円未満は切り捨て）。

★ 1　市町村民税所得割が非課税の人は、 この計算式にかかわらず、貸与額算定基準額が 0円となります。

ふるさと納税、住宅ローン控除等の税額控除等（臨時的な減税措置を含む。）は、家計基準の判定に影響しません。

★ 2　政令指定都市に対して市民税を納税している場合は、（市町村民税調整控除額）に 3/4を乗じた額となります。

貸与額算定基準額★ 1＝（課税標準額）×６％－（市町村民税調整控除額）★ 2

（2）学力基準

（1）人物基準

（3）家計基準

区分 「第一種奨学金又は授業料後払い制度」・「併用貸与」 「第二種奨学金のみ」
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大学等・大学院における成績が特に優れ、将来、研究能

力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を

備えて活動することができると認められること。

①又は②のいずれかに該当すること。

①　大学等・大学院における成績が優れ、将来、研究能力

又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を

備えて活動することができると認められること。

② 大学院における学修に意欲があり、学業を確実に修了

できる見込みがあると認められること。
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大学・大学院における成績が特に優れ、将来、研究者と

して自立して研究活動を行い、又はその他の高度に専門的

な業務に従事するに必要な高度の研究能力を備えて活動す

ることができると認められること。

①又は②のいずれかに該当すること。

① 大学・大学院における成績が優れ、将来、研究者とし

て自立して研究活動を行い、又はその他の高度に専門的

な業務に従事するに必要な高度の研究能力を備えて活動

することができると認められること。

②　大学院における学修に意欲があり、学業を確実に修了

できる見込みがあると認められること。

希望する奨学金 家計基準

第一種奨学金又は授業料後払い制度
申込者本人及び配偶者の貸与額算定基準額（注２）の合計が
６６, ４００円以下であること

第二種奨学金
申込者本人及び配偶者の貸与額算定基準額の合計が１５５, ３００円
以下であること　

併用貸与
（第一種奨学金又は授業料後払い制度・第二種奨学金）

申込者本人及び配偶者の貸与額算定基準額の合計が６１, ６００円
以下であること

希望する奨学金 家計基準

第一種奨学金
申込者本人及び配偶者の貸与額算定基準額（注２）の合計が
８０, １００円以下であること

第二種奨学金
申込者本人及び配偶者の貸与額算定基準額の合計が２２９, ８００
円以下であること

併用貸与
（第一種奨学金・第二種奨学金）

申込者本人及び配偶者の貸与額算定基準額の合計が６６, ４００円
以下であること

（4）入学時特別増額貸与奨学金（一時金）学力基準・家計基準

公庫が定める「国の教育ローン」の要件

項目

学力基準

家計基準

基準
併せて貸与を受けることとなる奨学金（第一種奨学金又は授業料後払い制度、第二種奨学金、
併用貸与）の基準を適用（８ページ 　　（２）参照）。5

5奨学金申込時における貸与額算定基準額（８ページ　　（３）参照）が０円であること。
ただし、貸与額算定基準額が０円を超えていても、公庫の「国の教育ローン」に申し込んで利用
できなかった人は、貸与額算定基準額が０円とみなします。

入学時特別増額貸与奨学金は、公庫の「国の教育ローン」を申し込み、低所得等を理由に利用できなかった（融資を断
られた）世帯の学生に貸与します。
　そのため、以下の公庫が定める「国の教育ローン」のいずれかの要件を満たさないために、「国の教育ローン」に
申し込むことができなかった世帯の学生は対象外です。

1 借入申込世帯の年間収入（所得）金額が公庫の示す金額以内であること
2 借入申込金額が 万円を超えていないこと
3 使途が教育資金であること
4 保護者等による申込みであること

上記1～4の要件を満たしており公庫の審査の結果、融資が受けられた場合

上記1～4のいずれかの要件を満たさないために、融資を受けることができな
かった場合

6 貸与奨学金の交付

【第一種奨学金（授業料後払い制度を除く）・第二種奨学金・入学時特別増額貸与奨学金】
　奨学金は奨学生本人名義の口座に原則毎月振り込まれます。ただし、入学時特別増額貸与奨学金は第一種奨学金（授
業料後払い制度を含む）・第二種奨学金の採用が決定した月に一回だけ振り込みます。

進学前に奨学金が振り込まれることはありません。進学前に必要な資金は別途用意する必要があります。

進学届提出時に振込口座番号や本人名義に誤りがあった場合は、初回振込みが大幅に遅れることがあります。

保証制度として機関保証制度（18ページ参照）を選択し、かつ初回振込時において奨学金が数か月分まと
めて振り込まれる場合、奨学金の振込額に応じて機関保証の保証料を算出するため、機関保証料が端数処
理の関係で奨学生証に記載されている保証料月額の整数倍にならないことがあります。

8

（参考）入学時特別増額貸与奨学金を受けるまでの手続きの詳細は31ページ　　　参照　　3

上記1～4の要件を全て満たしたが、公庫の審査の結果、融資を断られた場合

2024 年度入学者用　奨学金案内（大学院予約）

2025年度入学者用 貸与奨学金案内（大学院予約） P8-9  (日本学生支援機構)（大学院予約）
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「第二種奨学金のみ」

2※課程の区分については５ページ を参照してください。

2※課程の区分については５ページ を参照してください。

　大学等・大学院における成績が特に優
れ、将来、研究能力又は高度の専門性を
要する職業等に必要な高度の能力を備え
て活動することができると認められるこ
と。

　大学・大学院における成績が特に優
れ、将来、研究者として自立して研究活
動を行い、又はその他の高度に専門的な
業務に従事するに必要な高度の研究能力
を備えて活動することができると認めら
れること。

①又は②のいずれかに該当すること。
①　大学等・大学院における成績が優れ、将来、研
究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な
高度の能力を備えて活動することができると認め
られること。
②　大学院における学修に意欲があり、学業を確実
に修了できる見込みがあると認められること。

①又は②のいずれかに該当すること。
①　大学・大学院における成績が優れ、将来、研究
者として自立して研究活動を行い、又はその他の
高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研
究能力を備えて活動することができると認められ
ること。
②　大学院における学修に意欲があり、学業を確実
に修了できる見込みがあると認められること。

5  貸与奨学金の選考基準

年間収入金額（控除前）
万円以下の場合

万円を超え 万円以下の場合
万円を超える場合 万円

年間収入額× ＋ 万円

年間収入額× ＋ 万円
（ただし、年間収入金額が 万円未満の控除額は年間収入金額と同額である）

控除額

第一種奨学金については、収入基準額を超えていても採用される場合がありますので、大学院に確認してください。
配偶者の給与所得の控除については、選考の際に機構で計算しますので、奨学金申込画面（スカラネット）に
は、必ず控除前の年間収入金額を入力してください。

第一種奨学金

奨学金の種類

第二種奨学金

併用貸与

修士課程相当 博士課程相当

原則として本人及び配偶者（配偶者は定職収入がある場合のみ）の2022年分（１月～12月）の収入金額が、該当の収
入基準額以下であることが必要です。なお、配偶者が給与所得者の場合は、配偶者のみ下表の［参考］給与所得控除
をしたうえで、本人の収入金額と合算します。
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（注２）

「第一種奨学金のみ」又は「併用貸与」区分

【参考】収入・所得の上限額の目安

表中の数字はあくまで目安です。家計基準は 2023年の収入・所得に基づく住民税情報等により設定されている

ため、世帯構成、障がい者の有無等により、目安の金額を上回っていても対象となる場合や下回っていても対象と

ならない場合があります。

 （注）上記は、配偶者がいない場合の目安です。

（単位：万円）

本人が給与所得者の場合

（年間の給与収入金額）

本人が給与所得者以外の場合

（年間の所得金額）

第一種
授業料後払い制度

第二種 併用
第一種

授業料後払い制度
第二種 併用

修士課程 299 536 284 197 364 188
博士課程 340 718 299 223 503 197

（4）入学時特別増額貸与奨学金（一時金）学力基準・家計基準

公庫が定める「国の教育ローン」の要件

項目

学力基準

家計基準

基準
併せて貸与を受けることとなる奨学金（第一種奨学金又は授業料後払い制度、第二種奨学金、
併用貸与）の基準を適用（８ページ 　　（２）参照）。　5

　5奨学金申込時における貸与額算定基準額（８ページ　　（３）参照）が０円であること。
ただし、貸与額算定基準額が０円を超えていても、公庫の「国の教育ローン」に申し込んで利用
できなかった人は、貸与額算定基準額が０円とみなします。

　入学時特別増額貸与奨学金は、公庫の「国の教育ローン」を申し込み、低所得等を理由に利用できなかった（融資を断
られた）世帯の学生に貸与します。
　そのため、以下の公庫が定める「国の教育ローン」のいずれかの要件を満たさないために、「国の教育ローン」に
申し込むことができなかった世帯の学生は対象外です。

1   借入申込世帯の年間収入（所得）金額が公庫の示す金額以内であること
2   借入申込金額が 万円を超えていないこと
3   使途が教育資金であること
4   保護者等による申込みであること

上記1～4の要件を満たしており公庫の審査の結果、融資が受けられた場合

上記1～4のいずれかの要件を満たさないために、融資を受けることができな
かった場合

6  貸与奨学金の交付

【第一種奨学金（授業料後払い制度を除く）・第二種奨学金・入学時特別増額貸与奨学金】
　奨学金は奨学生本人名義の口座に原則毎月振り込まれます。ただし、入学時特別増額貸与奨学金は第一種奨学金（授
業料後払い制度を含む）・第二種奨学金の採用が決定した月に一回だけ振り込みます。

進学前に奨学金が振り込まれることはありません。進学前に必要な資金は別途用意する必要があります。

進学届提出時に振込口座番号や本人名義に誤りがあった場合は、初回振込みが大幅に遅れることがあります。

保証制度として機関保証制度（18ページ参照）を選択し、かつ初回振込時において奨学金が数か月分まと
めて振り込まれる場合、奨学金の振込額に応じて機関保証の保証料を算出するため、機関保証料が端数処
理の関係で奨学生証に記載されている保証料月額の整数倍にならないことがあります。

8

（参考）入学時特別増額貸与奨学金を受けるまでの手続きの詳細は31ページ　　　参照　　3

上記1～4の要件を全て満たしたが、公庫の審査の結果、融資を断られた場合
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